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政策企画部 広報室 z-koho@shakyo.or.jp 

TEL03-3581-4657  FAX03-3580-5721 

〒100-8980東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

2017（平成 29）年 8月 15日 

日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 103 号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特 集 

 子どもの適切な成長・発達のため、3 歳未満児への給食外部搬入容認に断固反対を表明～全国

保育協議会・全国保育士会連名の意見書を、構造改革特区 評価・調査委員会へ手交 

Topics 

 障害福祉を取り巻くこの 10年を振り返り、「働く・くらす」を支える「社会就労センター／ＳＥＬＰ」の未来を検

討～全国社会就労センター協議会 結成 40 周年記念大会／平成 29 年度全国社会就労センター総合

研究大会（兵庫大会） 
 

 「我が事・丸ごと」地域共生社会に向けた取組みを考察～平成 29年度障連協セミナー 
 

 平成 30年度に改定施行される保育所保育指針に関する研修会 
 

 施設（職員）が一体となった食育の推進をめざして～平成 29年度 全国保育士会 食育推進研修会 
 

 教育・保育施設長として求められる資質、保育の将来ビジョンを学ぶ～2017（平成 29）年度 教育・保育

施設長専門講座プログラム（1） 
 

 第 39回 全国福祉施設士セミナー ～日本福祉施設士会 
 

 組織・職場の活性化で「職員満足度」と「利用者満足度」を高める 全国青年会平成 29 年度コーチングト

レーニング講座（東京会場） 
 

 平成 29年度マッチング機能強化研修会を開催 ～中央福祉人材センター 
 

 社協・社会福祉施設職員会計実務講座「会計入門研修会」 
 

 社会福祉従事者研修修了生の母国における活動から学ぶ～スタディ・ツアー2017（台湾） 

 

 国際社会福祉協議会北東アジア地域会議（NEA 会議）に 17 人が参加～日本の高齢者福祉における

IoT の取組みを発信 
 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 子どもの適切な成長・発達のため、3 歳未満児への給食外部

搬入容認に断固反対を表明～全国保育協議会・全国保育士

会連名の意見書を、構造改革特区 評価・調査委員会へ手交 
 

8 月 8 日、全国保育協議会(会長 万田 康)・全国保育士会(会長 上村 初美)の

連名で、3 歳未満児への給食外部搬入容認に対する反対意見書を、構造改革特区 

評価・調査委員会（委員長 樫谷 隆夫 氏）に対して提出するとともに、内閣府 地方

創生推進事務局 田中 誠也参事官らと意見交換を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記委員会は、現在構造改革特区で平成 16 年度よりすすめている、「公立保育所

における 3 歳未満児への給食外部搬入」の評価を行い、全国展開の可否について検

討しており、平成 29 年度内の評価が見込まれています（経緯の詳細は、下表「給食外

部搬入にかかる経緯（国の動き）と全国保育協議会・全国保育士会の動き」をご参照く

ださい）。 

5 月 15 日の会議では、2016 年度に実施した「公立保育所における給食の外部搬

入方式の容認事業に係る弊害調査の結果」から厚生労働省は、発達段階に応じた安

全な給食の提供、アレルギー等や体調不良等への対応、国の法による食育への対応、

さらに保護者支援の機能等の役割において、解決しなければならない課題が多く、3

歳未満児への外部搬入方式は容認すべきでないとしています。 

特 集 

構造改革特区 評価・調査委員会事務局、内閣府 地方創生推進事務局 田中 誠也参事官らと

意見交換をする上村 初美 全国保育協議会 副会長・全国保育士会 会長(画面一番左)、村松 

幹子 全国保育協議会 常任協議員・全国保育士会 副会長(画面左から 2人目) 
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これまで全国保育協議会・全国保育士会は、「子ども一人ひとりの発達や、その日・

その時の健康状態等にあった食事を提供できる」、「食育活動を促進できる」といった

観点から、外部搬入に断固反対の姿勢を示してきました。今般の意見書では、さらに、

全国保育士会にて実施した調査「食事の提供体制と食育に関する調査（平成 27 年

度）」の結果から導いた自園調理の優位性も盛り込み、その重要性を主張しています。 

意見書の提出に際して、上村 初美 全国保育協議会 副会長／全国保育士会 会

長は、「食は、子どもの健康・安全はもちろん、心身の発達にも大きくかかわるもの。とく

に体調の変動が大きい 3 歳未満児へは、個別の対応が必要不可欠であり、自園調理

での迅速・適切な対応が必須。子ども一人ひとりの成長や発達にあわせたきめ細かい

食事提供の意義や、リスク管理等多くの弊害の解決が困難な状況を鑑みれば、外部

搬入は認めるべきではない。」旨、発言されました。 

要望書の全文は下記 URL からご覧ください。なお本件は、平成 29 年度内に評価

がなされる見込みであることから、引き続き動向を注視し、対応を続けてまいります。 

 

意見書「3歳未満児への給食外部搬入容認への反対意見書」 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/hoiku-kyusyoku-iken.pdf 

 

 

給食外部搬入にかかる経緯（国の動き）と全国保育協議会・全国保育士会の動き 

時期 国の動き 
全国保育協議会・全国

保育士会の動き 

平成 10 年 

4 月 

すべての保育所における調理業務の委託が可

能となった 

 

平成 16 年 構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）

の特例により、公立保育所のうち一定の条件を

満たす場合に給食の外部搬入方式が可能となっ

た。 

 

平成 22 年 

1 月 27 日 

 構造改革特別区域

推進本部評価・調査

委員長あてに、全保

協・保育士会連名の

意見書を提出。 

↑ＵＲＬをクリックすると意見書にジャンプします。 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/hoiku-kyusyoku-iken.pdf
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時期 国の動き 
全国保育協議会・全国

保育士会の動き 

平成 22 年 

6 月 1 日 

児童家庭局長通知により、満 3 歳以上の児童に

対する食事提供に係る外部搬入が、公私立を問

わず実施可能となった。 

公立保育所における 3 歳未満児への食事外部

搬入は、特区として継続された。 

 

平成 22 年

12 月 

上記公立保育所における特区継続（認定計画

数：73 自治体）を踏まえ、私立保育所における 3

歳未満児への給食の外部搬入を可能とする要

望が申請された（構造改革特区第 21次案件、代

表提案者：兵庫県）が、特区として継続されてい

る公立保育所における3歳未満児への給食外部

搬入の評価の結果を待って検討することとされ

た。 

 

平成 24 年

10 月 11 日 

「構造改革特区評価・調査委員会 医療・福祉・

労働部会（第 38 回）」にて、特区として継続され

た公立保育所における 3 歳未満児への給食外

部搬入の評価に関する検討が始まった。 

 

平成 24 年

12 月 13 日 

 構造改革特別区域

推進本部評価・調査

委員長あてに、全保

協・保育士会連名の

意見書を提出。 

平成 25 年 

3 月 12 日 

 「全国保育士会食育

推進ビジョン」策定 

平成 25 年 

3 月 6 日 

「構造改革特区評価・調査委員会（第 22 回）」に

て、保育所の状況及び子ども・子育て関連3法の

施行状況等を踏まえ、平成 28 年度にあらためて

評価を行うこととされた。 

 

平成 27 年

度 

 「食事の提供体制と

食育に関する調査」

実施。同年度食育推

進研修会にて報告。

自園調理のエビデン

スを確立。 
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時期 国の動き 
全国保育協議会・全国

保育士会の動き 

平成 28 年

度 

特区として継続された公立保育所における 3 歳

未満児への給食外部搬入に関する評価・調査委

員会の開催予定年度。 

→調査のみの実施で、評価には至らず 

 

平成 28 年 

6 月 

 「食べることは生きる

こと」自園調理の優

位性を示したパンフ

レット作成（パンフ

レットは全国保育士

会ホームページに掲

載されています※下

記URL 参照）。 

平成 28 年

11 月～ 

平成 29 年 

5 月 

厚生労働省による「保育所等における食事の提

供体制に係る調査研究事業」実施 

→平成 29 年 5 月にとりまとめ 

全国保育士会 村松

幹子副会長が、左記

調査事業に委員とし

て参画 

平成 29 年 

5 月 15 日 

公立保育所における 3 歳未満児への給食外部

搬入に関する評価・調査委員会の開催 

→委員会では、自園調理の重要性・優位性をお

おむね理解いただいた様子であるが、現場のイ

メージが掴みかねていることから、保育所見学を

実施。 

 

 

平成29年7

月 6～7 日 

上記を受け、自園調理の保育所（1 施設）と、外

部搬入実施の保育所（2 施設）を評価・調査委員

会委員が見学。 

自園調理の保育所と

して、みつわ台保育

園（園長：全国保育

士会顧問 御園愛子

氏）が見学先施設と

なった。 

 

パンフレット「食べることは生きること」 

http://www.z-hoikushikai.com/download.php?new_arrival_document_id=40 

 

  

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育士会ホームページにジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/download.php?new_arrival_document_id=40
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■ 障害福祉を取り巻くこの 10 年を振り返り、「働く・くらす」を支え

る「社会就労センター／ＳＥＬＰ」の未来を検討～全国社会

就労センター協議会 結成 40周年記念大会／平成 29年度

全国社会就労センター総合研究大会（兵庫大会） 
 

７月 27～28 日に神戸市において、全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 

寛／以下、セルプ協）の結成 40周年記念大会を開催し、約 500名の方にご参加いた

だきました。 

大会のなかでは、障害福祉施策について

の厚生労働省からの行政説明、この 10 年の

社会就労センター（障害者就労支援施設・事

業所）にかかる動向を振り返りこれからのあり

方を考えるシンポジウム、事業別の 6 つの分

科会、地元神戸市に本社を置く株式会社ア

シックスによる特別講演等、多様なプログラム

を実施しました。とくにシンポジウムでは、元

厚生労働省障害保健福祉部長で全国健康

保険協会理事の藤井 康弘 氏、障害者の

権利擁護の取組みなど本会事業に永くご協力いただいている弁護士で明治大学法

科大学院教授の平田 厚 氏、社会就労センターへの発注をいただいている企業とし

て花王和歌山工場の小塚 淳部長等にご登壇いただき、多様な視点から論点を提起

いただきました。 

開会式のなかで阿由葉会長は、「働くことを希望するすべての障害のある方が働き

続けることができるようにするために、現実を理想にいかに近づけていくか、非常に難

しい課題がある。それを乗り越えるためには会発足時やセルプ名称が誕生した時のよ

うな関係者の結束と協力が重要である。皆さまの協力のもと売上拡大・工賃向上を通

じた現状の改善を進めていきたい」と決意を述べられました。 

 

 

 

 

シンポジウムの様子 

Topics 
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■ 「我が事・丸ごと」地域共生社会に向けた取組みを考察～平成

29年度障連協セミナー 
 

障害関係団体連絡協議会（会長 阿部 一彦）は、8 月 2 日に 30 名の参加者を得

て、平成 29 年度第 1回障連協セミナーを開催しました。 

「『我が事・丸ごと』地域共生社

会の実現」をテーマに「我が事・丸

ごと」原田 正樹 氏(地域共生社

会実現本部 地域力強化検討会 

座長／日本福祉大学 教授)から

ご講演をいただきました。 

講演では、地域共生社会の実現

に向けた取組みの経緯や「我が

事」・「丸ごと」の意味、地域力強化検討会での議論内容、今後の展望等、事例を交え

てわかりやすく解説いただきました。 

参加者からは「住民に身近な圏域でワンストップの相談支援体制が整えられること

で、障害を抱えて暮らす者だけでなく、生活困窮者や社会的孤立者に対する支援の

輪も広がり、誰もが安心して暮らすことができる地域となることを期待したい。」等の意

見が出されました。 

 

 

■ 平成30年度に改定施行される保育所保育指針に関する研修

会 
 

全国保育士会(会長 上村 初美)では、7 月 31 日～8 月 1 日、平成 29 年度 改定

保育所保育指針研修会を開催しました。 

平成 30 年度より保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領が

改定（改訂）施行され、平成 29 年度はその周知期間として位置付けられています。 

本研修会は、園長・所長や主任保育士、主幹保育教諭の方など約 530 名の参加者

を得、改定保育所保育指針及び改訂幼保連携型認定こども園教育・保育要領につい

て学ぶとともに、それを踏まえた乳児保育、幼児教育、保育士のキャリアパス等につい

て理解を深めました。 

1 日目は、上村会長より、保育所保育指針の改定と関連する全国保育士会の取組

セミナーの様子 



 

8  

みについて報告がありました。 

続いて、高辻 千恵 氏（厚生労働省 子ども家庭局 保育課 保育指導専門官）よ

り、保育所保育指針の改定のポイントについて行政説明を行っていただきました。 

さらに、大方 美香 氏（大阪総合保育大学 学部長・教授 

／大学院 教授）より、「保育所保育指針 幼保連携型認定

こども園教育・保育要領〔改定（改訂）〕の概要」をテーマに、

平成 30 年度に施行される改定保育所保育指針及び改訂幼

保連携型認定こども園教育・保育要領の全般にわたって概

説いただくとともに、それを踏まえた保育士・保育教諭の役

割についてご講義いただきました。 

2日目は、4つのコースに分かれて、平成30年度に施行さ

れる改定保育所保育指針及び改訂幼保連携型認定こども

園教育・保育要領を踏まえた保育のあり方について理解を

深めました。 

A コースでは、阿部 和子 氏（大妻女

子大学・大学院 兼任教授）より、「発達

の連続性を踏まえた乳児保育のあり方」

をテーマに、発達の連続性や学びの芽

生えについて、具体的事例を交えながら

ご講義をいただきました。 

B コースでは、木戸 啓子 氏（倉敷市

立短期大学 准教授）より、「保育所保育

における幼児教育」をテーマに、幼児期の終わりまでに育ってほしい 10 の姿を念頭に

置いた全体的な計画の立て方等について、グループワークを交えてご講義いただきま

した。 

C コースでは、那須 信樹 氏（東京家政大学 子ども学部 教授）より、「保育士の

キャリアパスと研修体系の構築」をテーマに、保育士のキャリアパスについて、その必

要性や構築方法をご講義いただきました。 

D コースでは、寺田 清美 氏（東京成徳短期大学 幼児教育科 教授）より、「保育

所保育指針改定・幼保連携型認定こども園教育・保育要領改訂について」をテーマに、

改定保育所保育指針及び改訂幼保連携型認定こども園教育・保育要領のポイントを

中心に、それを踏まえた地域の子育て支援や日常の保育における養護及び教育の視

点についてご講義いただきました。 

 

 

 

大方 美香 氏 

分科会の様子 
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■ 施設（職員）が一体となった食育の推進をめざして～平成

29年度 全国保育士会 食育推進研修会 
 

全国保育士会(会長 上村 初美)は、8月2～3日、保育士・保育教諭や栄養士、調

理員等、保育における食育に携わる方々を対象に、161 名の参加者を得て、食育推

進研修会を開催しました。 

1 日目は、はじめに、大方 美香 氏（大阪総合保育大学 学部長・教授／大学院 

教授）より、「保育所保育指針（改定）の概要」をテーマに、平成 30 年度施行の、改定

保育所保育指針の概要についてご講義いただきました。 

続いて、小島 登 氏（小島歯科医院 名誉院長／石川

県保険医協会 副会長）に、「口腔機能の発達に応じた食

事提供、保育の展開について」をテーマにご講義いただき

ました。子どもの成長と、口腔や嚥下機能の発達の関連等

について、具体的な事例と専門的な知見をもとに、学びまし

た。 

2 日目は、「施設（職員）が一体となって取組む食育につ

いて考える」をテーマに、講義とグループワークを通じ、学

びました。 

講義では、堤 ちはる 氏（相模女子大

学 栄養科学部 健康栄養学科 教授）

にご講義いただき、日常的かつ多職種

の多様なかかわりのもとで展開される食

育の実践について、考察しました。その

後のグループワークでは、施設が一体と

なって食育に取組むことについて、参加

者が情報交換を行い、研鑽をはかりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

講義を行う小島 登 氏 

堤氏(中央)のグループワークの様子 
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■ 教育・保育施設長として求められる資質、保育の将来ビジョンを

学ぶ～2017（平成 29）年度 教育・保育施設長専門講座

プログラム（1） 
 

全国保育協議会（会長 万田 康）は、7月 24～25日、「2017（平成29）年度 教育・

保育施設長専門講座 プログラム（1）」を開催しました。 

本講座は、プログラム（1）～（3）の 3 つのテーマに分けた研修日程で実施していま

す。今回のプログラム（1）は、テーマを「保育の将来ビジョン」として、全国から246名の

参加者を得て開催しました。 

初日は、「保育所保育指針の改定に

ついて」と題して、厚生労働省 子ども

家庭局保育課 保育指導専門官 鎭目 

健太 氏から、平成 30 年に改定施行さ

れる保育所保育指針について解説い

ただきました。また、「教育・保育施設

等における保育の基本と実践 ～保育

の質を支える養護と教育～」と題して、

京都大学 准教授 大倉 得史 氏から、

保育の「質」の本質は子どもの気持ちを

受け止め、保育者の願いを丁寧に伝え返す、養護と教育の一体の関わりのなかにある

ことを学びました。 

2 日目は、「改定された『保育所保育指針』を読む」と題して、白梅学園大学 学長 

汐見 稔幸 氏から、保育所保育指針の改定箇所のポイントを講義いただきました。そ

の後、関西大学 教授 山縣 文治 氏から、「子どもの権利・主体としての子ども」と題

して、子どもの最善の利益についての講義があり、そして、東京家政大学 特任教授 

網野 武博 氏から、「保育の理念と実践哲学」と題して、理念と実践をつなぐものを学

びました。最後に、「施設長のあり方」についてリーダーとは何かという視点から、神奈

川県立保健福祉大学 顧問・名誉教授 山崎 美貴子 氏からお話をいただきました。 

保育所・認定こども園等のリーダーには、社会の要請と地域のニーズを見据え、保

育の使命や社会的な意義・役割を的確に捉えることが必要です。本講座のプログラム

（1）は、地域全体の子どもの最善の利益を柱に、保育の将来ビジョンを考え、これから

の保育を発展し充実させるための識見や力量を高める内容となりました。 

 

 

講座の様子 
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■ 第39回 全国福祉施設士セミナー ～日本福祉施設士会 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、8 月 3～4 日、第 39 回全国福祉施設士セ

ミナーを開催しました。今回は「地域共生社会への福祉施設士の貢献を問う」をテーマ

に、全国から 113 名の参加がありました。 

1 日目は、主催者挨拶ののち、髙橋会長による基調報告を行い、続く厚生労働省 

社会・援護局 地域福祉課 地域福祉専門官の後藤 真一郎 氏による「『我が事・丸

ごと』地域共生社会の実現に向けた取組と福祉人材への期待」と題した行政説明があ

りました。その後、明治学院大学社会学部教授の新保 美香 氏よる「地域共生社会

の実現をめざし施設長に期待すること～生活困窮者の自立に向けた状況と社会福祉

施設に期待すること～」と題した講義と、綱川労務管理センター所長の綱川 晃弘 氏

による「地域共生社会における福祉人材の確保・育成と施設長の役割について」と題

した講義を行いました。 

2 日目は、「地域共生社会の実現に向けた

施設長の役割と行動とは」と題したシンポジウ

ムを行い、地域共生社会をめざす社会福祉

の今日的状況を踏まえて、福祉施設に求めら

れる取組みとそのなかで成果を求められる施

設長の役割について、①地域のニーズに関

心を持ち、施設のスタッフとその課題に取り組

む施設長のあり方、②そのために必要な人材

の育成にどのように取り組むか、③地域から

の理解を得るための情報発信のあり方、といった観点で意見交換を行いました。 

 参加者からは、「地域共生社会をめざした福祉施設士としての取組みや考え方が明

確になった」との声が寄せられました。 

 

 

■ 組織・職場の活性化で「職員満足度」と「利用者満足度」を高

める 全国青年会平成 29 年度コーチングトレーニング講座

（東京会場） 
 

全国社会福祉法人経営青年会（会長 塘林 敬規）は、8月 3日～4日、平成 29年

度研修企画事業「コーチングトレーニング講座（東京会場）」を開催しました。当日は

セミナーの様子 
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36 名の参加がありました。 

株式会社コーチ・エィ専務取締役の桜井 一紀 氏を講師に、次代の社会福祉法人

経営の中心を担う 50 歳未満の方を対象に、職場内でのコミュニケーション活性化によ

る職員満足度・サービスの質・利用者満足度の 3 点の向上を目的とした「コーチングト

レーニング」を行いました。 

 ほとんどの時間をペアワークやグループワークの形式で行い、受講者はコーチング

に必要な「問いかけて聞くこと」の実践やディスカッション等に積極的に取組み、コーチ

ングスキルの習得をめざしました。 

今後は、東京会場のほかに「福岡」（8 月 24 日（木）～25 日（金））「名古屋」（8 月 29

日（火）～30 日（水））2 会場でも同講座を開催します。 

また、受講者を対象に、1 ヵ月後を目途に、講座内容が実際に自法人や自施設で

活用できたかを調査する「アフターフォロー調査」を実施することとしています。 

 

 

 

■ 平成 29 年度マッチング機能強化研修会を開催 ～中央福祉

人材センター 
 

中央福祉人材センターは、7 月 27～28 日、「マッチング機能強化研修会」を開催し

ました。 

本研修は、平成25年度から開始された「求人・求職マッチング活動等に関する実践

研究会議」をうけて、キャリア支援専門員などのマッチング担当者が地域における活動

のポイントを確認するとともに、実践に活用できるノウハウなどを会得することにより、福

祉人材センター・バンクにおける事業所と求職者とのマッチング機能の強化につなげ

ることを目的としたもので、56 名が参加しました。 

講義の様子 ペアワークの様子 
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今年度は、マッチング担当者が活動するうえで押さえておくべき取り組みのポイント

を中心テーマとし、求職者への面談対応（求職票に記載されていないニーズの把握）、

事業所訪問などを通した積極的な求人事業

所とのかかわりについて 2 ヵ所の都道府県人

材センターの実践発表から理解を深めたほ

か、1 日目及び 2 日目にはグループディス

カッションを通じて、日常業務の質向上・改善

のヒントを見つけるための参加者相互の情報

交換を行いました。 

 

 

■ 社協・社会福祉施設職員会計実務講座「会計入門研修会」 
 

中央福祉学院では、「社会福祉協議会・社会福祉施設職員 会計実務講座」のオプ

ション研修会として、本年度も「入門研修会」を開催しました。本研修会は、簿記の学

習経験や会計の実務経験が全くない方を対象とし、初級コースを受講するための基

礎知識を身につけ、受講効果をより高めることを目的としています。 

8月5～7日に開催された第

1回入門研修会は、192名が

受講し、「簿記とは何か」とい

う問いにはじまり、複式簿記

の概要、仕訳の基本、会計

帳簿の関係やつながり、社会

福祉法人会計における各種

の仕訳（現預金、収益、費用

等）について、講義と演習を

通じて学びました。受講者の

学習意欲は高く、休憩時毎に講師の渡邉 敬夫先生だけでなく、演習補助で来てい

た全社協 経理室職員を取り囲み、熱心に質問を重ねていました。その結果、2日目

終わりに行われた理解度確認テストでは、平均点が90点を超え、学習効果の高い研

修会となりました。 

なお、受講者数が想定を上回ったため、第2回を8月28～30日に開催する予定です。 

 

 

 

当日の様子 

実践発表の様子 
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■ 社会福祉従事者研修修了生の母国における活動から学ぶ～

スタディ・ツアー2017（台湾） 
 

全社協国際部主催のスタディ・ツアーは、本会が長年にわたり実施してきているアジ

ア社会福祉従事者研修修了生の母国における活動等を訪問し、その取組みを学ぶと

ともに、修了生たちと交流をはかることを目的として開催しています。今年は、2年に1

度開催される国際社会福祉協議会北東アジア地域会議（NEA会議）への参加もプロ

グラムの一環として、6月25～29日の日程で実施し、13名が参加しました。 

台湾では、アジア社会福祉従事者研修の台湾の修了生グループのコーディネート

で2ヵ所の障害福祉施設と地域交流センターを訪問しました。障害者施設では、就労

支援を目的とした入所型の自立支援施設の取組みやユニット型の生活支援施設の取

組みなどを見学し、地域交流センターでは介護予防のプログラムについて見学すると

ともに質疑・意見交換を通して台湾の障害者支援、高齢者福祉の状況と課題などにつ

いて学びました。 

 

また、6月27～28日は「高齢化社会におけるテクノロジー活用と社会的イノベーショ

ン」をテーマに国立台湾大学で開催されたNEA会議に参加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛重生活重建中心でのレクチャー 介護予防体操のデモンストレーション 

研修生及びレストランで働く障害者、参加者 
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プログラム 

6月25日 台湾の修了生との交流夕食会 

6月26日 

 

 

 

心路基金會 愛重生活重建中心（障害者の就労・生活支援）訪問 

第一社會福利基金會 愛新發展中心（障害者の自立支援）訪問 

愛心橙意廚房（障害者が働くレストラン） 

山區明興里（里＝町）(高齢者の介護予防、地域交流拠点) 

 

協力いただいた修了生の方がた                            (敬称略) 

修了期 氏名 修了期 氏名 

第7期 湯鳳琴(タン) 第11期 吳淑惠(ウー) 

第12期 羅詠娜(ロ) 第13期 黃劍峰(ホワン) 

第16期 簡佩芳(チェン) 第17期 詹淑文(ツァン) 

第18期 宋寶麟(ソン) 第19期 馬綺蓮(マ) 

第21期 許綺玲(シー) 第26期 劉欣靜(リュゥ) 

第31期 王思芸(ワン) 第32期 方柏鈞(ファン) 

第33期 廖于吟(リャオ)   

 

 

■ 国際社会福祉協議会北東アジア地域会議（NEA 会議）に

17人が参加～日本の高齢者福祉におけるIoTの取組みを発

信 
 

国際社会福祉協議会の設置する9つの地域の1つである北東アジア地域（NEA）は、

日本、韓国、台湾、香港、モンゴルの5ヵ国で構成されています。 

この5ヵ国が2年に1度開催している「NEA会議」が6月27～28日に台湾で開催され、

日本からは17名が参加しました。 

テーマは「高齢化社会におけるテクノロジー活用と社会的イノベーション」で、初日

のセミナーでは、NEA地域のメンバー5ヵ国が各国のIoTやロボット技術の活用による

福祉サービスの取組みについて報告しました。 

日本からは、テーマ①の「北東アジアの高齢社会における

社会的イノベーション」では、五島清国氏（テクノエイド協会企

画部長）が「日本における福祉用具・介護ロボットに関する施

策の動向」をタイトルに、また、テーマ②の「北東アジアの高齢

社会における技術革新」では、中山辰巳氏（青森社会福祉振

興団専務理事）が「～介護人材枯渇時代における～介護ＩＣ 発表する五島氏 
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Ｔ・ＩｏＴ・ロボットの活用にむけて」をテーマに、日本の取組みを発信しました。 

各国の発表後は、総括討論「高

齢社会における技術と社会の今後

の展望」が行われ、質疑応答・意見

交換で取組みと課題の共有がはか

られました。 

28日は5ヵ国の参加者が一緒に

長寿養生村と福祉機器普及推進

センターを訪問しました。長庚養生文化村は、5棟700戸超の高齢者住宅に地域の高

齢者利用対象としたアクティビティセンター、医療施設などが総合的に整備された地

域で、ショッピングモールへの無料バスの運行などが行われていました。施設での説

明、視察、質疑応答、意見交換を通して韓国の福祉の状況を学ぶとともに、日本の参

加者は日本の取組みを紹介し、双方向での学びを深めました。 

期間中に開催されたNEA総会（各国代表者会議）では、各国の国内での取組みが

交換されるとともに、2018年に開催される国際会議における共同プログラムの実施を

検討しました。また、2019年のNEA会議をモンゴルで開催することが決定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※IoTについて 

「Internet of Things(モノのインターネット)」の略。センサーやデバイスといった「モノ」が

インターネットを通じてクラウドやサーバー等に接続され、情報交換することにより相互

に制御する仕組み。福祉・医療分野においては、利用者の生活の維持・向上及び介

護者の負担軽減等を目的に、ロボット、ICTとともに開発と普及がすすめられている。 

 

 

  

総括討論で質問に答える中山氏 

NEA を構成する 5 ヵ国の代表者 



 

 17 

 

 

 

 

 
「ボランティア全国フォーラム 2017」開催のお知らせ 
(全社協 全国ボランティア・市民活動振興センター) 

 

 

過去 24 回にわたり開催してきた「全国ボラン

ティアフェスティバル」は、昨年度から「ボラン

ティア全国フォーラム」に引継がれました。本年

度の「ボランティア全国フォーラム 2017」は、広

島県、岡山県をまたぐ備後圏域で11月18～19

日に開催します。 

第 1 日目は、ボランティア活動・市民活動の

展望を全体で共有し考えます。第 2日目は 7

つの分科会、6 つのフィールドワークを企画し

ており、備後圏域ならではの地域性に着目した

課題や、課題解決のための取組みを発信、共

有します。 

 

※備後圏域とは・・・穏やかな瀬戸内海を望む

南部（福山市・三原市・尾道市・笠岡市）と背後

に雄大な中国山地がそびえる中・北部（府中

市・世羅町・神石高原町・井原市）の 6市 2町

からなる圏域です。自然に囲まれた立地ながらも、新幹線や高速道路など交通網が整

備され、便利で暮らしやすい圏域です。 

 

 フォーラムの概要  

期 日：2017(平成 29)年 11 月 18 日(土)～19 日(日) 

会 場：福山ニューキャッスルホテル（広島県福山市三之丸町 8-16） 他 

参加費：5,000 円(大学生以下は、500 円)  ※交流会費については、別途 5,000 円 

定 員：600 名 ※定員になり次第、締め切りとさせていただきます。 

締 切：2017 年 10 月 31 日(火) 

 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要綱にジャン

プします。 

http://www.f-shakyo.net/2017forum.html
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申 込：詳細・申込についてはホームページをご覧ください。 

http://www.f-shakyo.net/2017forum.html 

 

 

【問合せ先】 

全国社会福祉協議会 全国ボランティア・市民活動振興センター 

TEL:03-3581-4656 FAX:03-3581-7858  

  

↑ＵＲＬをクリックすると開催要綱にジャンプします。 

http://www.f-shakyo.net/2017forum.html
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■ 被保護者調査（平成 29年 5月分概数）【8月 2日】 

被保護実人員は 213 万 482 人となり、前月より 1,194 人減少。また、対前年同月と

比べると、1 万 7,800 人減少。被保護世帯は 163 万 9,558 世帯となり、前月より 2,153

世帯増加。また、対前年同月と比べると、6,157 世帯増加。 

世帯類型別では、対前年同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数は増加し、

高齢者世帯を除く世帯の数は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/05.html 

 

■ 第 144回社会保障審議会介護給付費分科会【8月 4日】 

特定施設入居者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療

院についての議論 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000174015.html 

 

 

 

  

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/05.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000174015.html
http://zseisaku.net/
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

 

●特集「地域共生社会の実現に向けた計画化」 

『月刊福祉』9月号 

地域共生社会の実現に向けた取組みの推進とし

て、市町村による地域住民と行政等との協働による

包括的支援体制づくりとともに、福祉分野の共通事

項を記載した地域福祉計画（各法による計画の上位

計画）の策定の努力義務化がなされました。 

今後ますます重要となってくる地域福祉計画の新

たな可能性について考えます。 

 

（8 月 7 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2921&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2921&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「父親の子育ての実情と課題～支援のあり方を探る～」 

『保育の友』9月号 

共働き家庭が増え、父親も育児休暇を取得（2016

［平成 28］年度：男性 3.16％、女性 81.8％※厚生労

働省「平成 28 年度雇用均等基本調査（速報）」より）

するなど、育児に積極的にかかわる状況が増えてき

ているものの、まだまだ母親への育児・家事の負担が

大きい現状がうかがえます。 

父親も子育てにかかわりたいと思っていても、長時

間に及ぶ日々の仕事があったり、職場の理解が得に

くかったりします。また、父子家庭では家事・育児へ

の困難が伴うなど、個別の支援も重要です。 

そこで、父親の子育て事情をめぐる問題を踏まえ

ながら、父親も子育てに参加できるようなきっかけづ

くりや、「父親の会」など父親同士の交流の場づくり、

父子家庭への支援について各地の実践事例などを

交え、考えました。 

（8 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2922&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2922&_class=120101&_category=08039

